
令和７年３月２１日
令和６年度京都府高齢者サービス総合調整推進会議 資料２
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（市町村介護保険事業計画）
第１１７条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険
事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」とい
う。）を定めるものとする。
２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

（中略）
三 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防
又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化
に関し、市町村が取り組むべき施策に関する事項
四 前号に掲げる事項の目標に関する事項

（中略）
５ 市町村は、第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域ごとにおける被保険
者の心身の状況、その置かれている環境その他の事情を正確に把握するとともに、第百
十八条の二第一項の規定により公表された結果その他の介護保険事業の実施の状況
に関する情報を分析した上で、当該事情及び当該分析の結果を勘案して、市町村介護
保険事業計画を作成するよう努めるものとする。

（中略）
７ 市町村は、第二項第三号に規定する施策の実施状況及び同項第四号に規定する目
標の達成状況に関する調査及び分析を行い、市町村介護保険事業計画の実績に関す
る評価を行うものとする。
８ 市町村は、前項の評価の結果を公表するよう努めるとともに、これを都道府県知事に
報告するものとする。

（後略）

＜参考＞
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（都道府県介護保険事業支援計画）
第１１８条 都道府県は、基本指針に即して、三年を一期とする介護保険事業に係る保険
給付の円滑な実施の支援に関する計画（以下「都道府県介護保険事業支援計画」とい
う。）を定めるものとする。
２ 都道府県介護保険事業支援計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

（中略）
二 都道府県内の市町村によるその被保険者の地域における自立した日常生活の支援、
要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護
給付等に要する費用の適正化に関する取組への支援に関し、都道府県が取り組むべき
施策に関する事項
三 前号に掲げる事項の目標に関する事項

（中略）
５ 都道府県は、次条第一項の規定により公表された結果その他の介護保険事業の実
施の状況に関する情報を分析した上で、当該分析の結果を勘案して、都道府県介護保
険事業支援計画を作成するよう努めるものとする。

（中略）
７ 都道府県は、第二項第二号に規定する施策の実施状況及び同項第三号に規定する
目標の達成状況に関する調査及び分析を行い、都道府県介護保険事業支援計画の実
績に関する評価を行うものとする。
８ 都道府県は、前項の評価の結果を公表するよう努めるとともに、当該結果及び都道府
県内の市町村の前条第七項の評価の結果を厚生労働大臣に報告するものとする。

（後略）

＜参考＞



7



8

Ａction Ｐｌan

Ｄo（国）

府



現行計画の進捗管理と次期計画策定
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
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第８期計画期間

第９期計画期間

第10期計画期間

計画とりま
とめ

データ分析、課題の抽出、
調査実施、施策立案

現行計画に基づく取組
の評価、改善

現行計画に基づく取組
の評価、改善

現行計画に基づく取組
の評価、改善

データ分析、課題の抽出、
調査実施、施策立案

計画とりま
とめ

データ分析、課題の抽出、
調査実施、施策立案
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１ 趣 旨
高齢化が一層進行する中で、高齢者のQOLと介護保険制度の持続可能性を維持するためには、市町村保
険者が地域の課題を分析し、介護保険事業計画に基づいて高齢者の自立支援・重度化防止や介護給付適正
化に積極的に取り組むことが重要であり、府内市町村が、分析した課題に対する対応策を企画・立案し、効果
的な取組と適切な指標を盛り込んだ第９期介護保険事業計画に基づくPDCAサイクルを推進できるよう支援を
行う。

２ 事業概要
（１）府内市町村の介護保険データ分析およびPDCA推進強化研修の実施

・京都府の要介護認定率、介護保険サービス実施状況等の基礎分析
・データ分析結果や見える化システム等による基礎分析による研修会の開催

（２）府内市町村に対する介護給付適正化研修会の実施
京都府国民健康保険団体連合会及び京都府介護支援専門員会と連携し、市町村職員等を対象とした、

介護給付適正化研修会を年１回実施（2/28開催、17市町村28名出席）
【内容】
・介護給付適正化の概要と意義、京都式」ケアプラン点検、有効性の高い帳票の活用について説明
・介護給付適正化に係る課題についてのグループワーク

（４）ケアプラン点検アドバイザー派遣事業
希望のあった木津川市に、京都府介護支援専門員会からアドバイザーを派遣し、3事業所でケアプラン点
検を実施

３ 予算額
13,９８2千円 （⑤18,300円）〔財源〕保険者機能強化推進交付金（国庫10/10）
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⚫ 京都府の高齢化率（R6.3末）：２９．６％（高齢者 ７３万人、うち後期高齢者 ４３万人）

⚫ 丹後、中丹、南丹圏域及び山城南圏域東部で高齢化が進んでいる

市町村報告値：R6.3.31現在
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京都・乙訓 山城北 山城南 南丹 中丹 丹後

府全体
29.6%

笠置町
55.4%

京田辺市
24.8%



13

• 京都府の認定率（調整済み）は全国で２番目に高く、２０市町村が全国平均を上回っている
• 認定率が著しく高い場合は、認定プロセスやサービス受給状況等の検証が必要

「調整済み認定率」とは
高齢者人口の性・年齢階級別の
割合を、全国平均の割合に補正
して算出した要介護認定率
例えば後期高齢者の割合が多
い都道府県は認定率が高くなる
傾向があるが、「調整済み」では
そのような要因を除外して比較
することができる
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〇認知症高齢者については判定基準Ⅰ（何らかの認知症を有するが日常生活は家庭内及び社会
的に自立している）以下の割合が全国平均よりも高い保険者が散見されます。
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自立 Ⅰ Ⅱａ Ⅱｂ Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ .
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自立 Ｊ１ Ｊ２ Ａ１ Ａ２ Ｂ１ Ｂ２ Ｃ１ Ｃ２ .

〇障害高齢者については判定基準J2（何らかの障害を有するが隣近所へなら外出する）
以下の割合が全国平均よりも高い保険者が散見されます。



〇京都府の新規認定者の平均要介護度は1.27と全国平均1.41より0.14低くなっています。新規要
介護度については要支援１・２の割合が全国平均よりも高い保険者が散見されます。
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南丹市（d=1.63)

木津川市（d=1.36)

大山崎町（d=1.41)

久御山町（d=1.38)

井手町（d=1.24)

宇治田原町（d=1.54)

笠置町（d=1.35)

和束町（d=1.50)
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京丹波町（d=1.63)

伊根町（d=1.34)

与謝野町（d=1.25)

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ .



京都府の新規認定者の平均年齢は81.3歳と全国平均より0.4歳若くなっています。新規認定
者の年齢については79歳以下の割合が全国平均よりも高い保険者が散見されます。
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南山城村（a=82.1)

京丹波町（a=83.3)

伊根町（a=84.6)

与謝野町（a=82.0)

65-69歳 70-74歳 75-79歳 80-84歳 85-89歳 90歳以上 .



新規認定者の年齢5歳階層別分布をみると65～79歳の新規要介護認定者が
全国平均35.5％を上回る保険者が散見されます。前期高齢者の認定率が高
い地域は後期高齢者の認定率も高い傾向がみられます。

■80歳未満新規認定者と認定率（全国） ■80歳未満新規認定者と認定率（京都府）
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前期高齢者が、特定検診や保健指導等を適宜活用しつつ自助による健康づくりを促進す
るとともに、より積極的な社会参加や就労を通じて生きがいやつながり、ひいては主観的幸
福感を高めることを目指して、市民、民間団体、医療福祉関係者、行政が一体で「地域づく
り」に取り組むみことが求められます。
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■前期認定率と後期認定率（全国） ■前期認定率と後期認定率（京都府）
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■医師密度と要介護認定率 ■訪問看護事業所密度と要介護認定率
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医師数や訪問看護事業所数といった医療資源が多い地域では要介護認定率が高い傾向が
みられます。訪問介護事業所数等の軽度者向け供給が多い地域では軽度要介護認定率が、
また、特養・老健等の中重度者向け供給が多い地域では中重度認定率が高い傾向がみられ
ます。
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■訪問介護事業所数と軽度認定率 ■特養・老健密度と中重度認定率
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京都府において要介護認定率が高い要因の１つとして、医療資源が潤沢であることが考えら
れます。京都府をはじめ東京都、大阪府等の都市部においては施設の建設が難しい一方、潤
沢な在宅サービスにより中重度認定者をケアしているものと考えられます。
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医師数や訪問看護事業所数といった医療資源が多い地域では要介護認定率が高い傾
向がみられます。京都府においても、外れ値の宮津市及び久御山町を除くと強い相関が
みられます。医療介護資源が潤沢であることが要介護認定率が高い要因の１つの可能性
が考えられます。
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■医師密度と要介護認定率 ■訪問看護事業所密度と要介護認定率
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京都府においても特養・老健等の中重度者向け供給が多い地域では、全国の傾向と同
様に、中重度認定率が高くなっています。一方、居宅介護支援事業所など在宅サービス
の潤沢な地域でも中重度認定率が高くなっています。「手厚い介護」や「親切心」が本人
の能力を奪うことのないよう「その人らしく生きる」支援について議論されています。

■居宅介護事業所数と中重度認定率 ■特養・老健密度と中重度認定率
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